
 

（様式１－３） 

いわき市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

平成 26 年 3 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 66 事業名 四倉公民館耐震化事業 事業番号 Ｄ-12-2 

交付団体 いわき市 事業実施主体（直接/間接） いわき市（直接） 

総交付対象事業費 29,598（千円） 全体事業費 29,598（千円） 

事業概要 

東日本大震災により甚大な被害を受けた地域に位置する四倉公民館について、地域防災や

まちづくりの拠点施設として施設の強化及び防災性の向上を図るため、耐震化を実施し、著

しい被害を受けた地域の円滑且つ迅速な復興に資するもの。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

平成 24 年度 耐震補強工事計画策定 

平成 25 年度 耐震補強工事計画に基づく実施設計 

平成 26 年度 耐震補強工事   

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災による津波被害を受けた四倉地区は、市街地が広範囲にわたり家屋や街路等

に甚大な被害があることから、「都市公園事業」、「災害公営住宅整備事業」等による市街地

形成を行う必要があるものである。また、四倉漁港一帯が深刻な被害を受けたことから、地

域再生のためには、家屋の復旧はもちろん、海岸堤防の整備等の漁業の復興に向けた事業を

行うなど、面的整備が必要な地区である。    

こうした地域を対象区域に有する四倉公民館は、地域防災やまちづくりの拠点施設として地

域コミュニティの中核的役割を担い、深く地域と関わりあいをもつとともに、震災時は避難

所や支援物資供給などの災害対応の拠点施設として重要な役割を果たす。よって、耐震性に

欠ける施設の強化及び防災性の向上を図る観点から、当該公民館の耐震化事業を著しい被害

を受けた当該地域の復興と一体的に行うことにより、地域の安全・安心の確保、災害に強い

地域づくり（面的な整備）を進めていくものである。 

【被害状況（居宅）】 

公民館対象区域地区  （被災市街地復興土地区画整理事業等の対象区域） 

区域内全居宅数   ２，８４７棟       （２，８４７棟） 

全壊：         ６５４棟         （６５４棟）  

大規模半壊：      ５９１棟         （５９１棟） 

半壊：       １，０５５棟       （１，０５５棟） 

半壊以上の割合：   ８０．８％        （８０．８％） 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

なし 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等（いわき市交付分）

事業名 基幹事業 基本国費率(a) 1/3

（千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度以降 合計

4,312 4,262 21,024 29,598

4,312 4,262 21,024 29,598

4,312 4,262 21,024 29,598

2,874 2,841 14,016 19,731

0 0 0 0

耐震補強工事
計画作成

実施設計 耐震工事交付対象事業

対象外事業

№

事
業
工
程

事
業
費

対象外事業費(f)

交付対象事業費(b)

総事業費(b+f)

四倉公民館耐震化事業

うち交付金交付額(d)
○基幹事業の場合
(d)＝a×b＋(c－a×b)/2
○効果促進事業等の場合
(d)＝0.8c

うち、市町村以外の者が負
担する額を減じた額(C)

66



(単位：千円)

29,598

29,598

1/3

19,731

面積 － ㎡

件数 － 件

〔Ｈ24年度〕
4,312

〔Ｈ25年度〕
4,262

21,024 〔Ｈ26年度〕
耐震補強工事費 21,024

4,312

4,262

29,598 　本工事費・計 29,598

復興交付金事業等に要する費用の算出に係る基礎資料

復興交付金事業等の名称／目的及び内容 交付金の算出方法

事 業 名 四倉公民館耐震化事業 工 事 費 (A)

工事施行延長又は
面 積

交 付 額 (D)

箇 所 名 四 倉 地 区 控 除 額 (B)

事 業 認 可
告 示 年 月 日

平成　年　月　日
平成　年　月　日

交 付 対 象 事 業 費
(C)=(A)-(B)

事 業 施 行 期 間 基 本 国 費 率平成24年度～平成26年度

経 費 の 配 分

耐震補強工事計画策定費

耐震補強工事実施設計費

用 地 面 積 及 び
物 件 戸 数 等

摘 要

事業完了予定期日 平成　年　月　日

実 施 設 計 費

船舶及機械器具費

工 事 費 計 (A)

本 工 事 費

基本計画策定費



平成26年3月現在

交付団体 いわき市 Ｎｏ． 66 事業番号 四倉公民館耐震化事業 いわき市

（契約日）
平成24年９月11日
（期間）
平成24年９月12日から
平成25年３月29日まで

（注）上記項目について、実施予定時期を矢印で示してください。（なお、項目に該当するものがない場合は当該項目は記載する必要はありませんが、他の項目があれば、適宜書き換えて記載してください。）

（注）同一項目で複数の記載事項がある場合はずらして記載してください。

（注）平成24年度末までに終わらないものや、それ以降に実施するものについては、備考欄に終了時期や実施時期を記載してください。

基本計画作成

項　　　　目
平成24年度

備　考
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（参考様式）

いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等工程表（平成24年度）

※本様式は１－２①・②に記載した事業ごとに記載してください。
D-12-2 事業名 事業実施主体



平成26年3月現在

交付団体 いわき市 Ｎｏ． 66 事業番号 四倉公民館耐震化事業 いわき市

（契約日）
平成25年９月12日
（期間）
平成25年９月13日から
平成26年１月31日まで

（参考様式）

いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等工程表（平成25年度）

※本様式は１－２①・②に記載した事業ごとに記載してください。
D-12-2 事業名 事業実施主体

項　　　　目
平成25年度

備　考
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（注）上記項目について、実施予定時期を矢印で示してください。（なお、項目に該当するものがない場合は当該項目は記載する必要はありませんが、他の項目があれば、適宜書き換えて記載してください。）

（注）同一項目で複数の記載事項がある場合はずらして記載してください。

（注）平成24年度末までに終わらないものや、それ以降に実施するものについては、備考欄に終了時期や実施時期を記載してください。

実施設計委託



平成26年3月現在

交付団体 いわき市 Ｎｏ． 66 事業番号 四倉公民館耐震化事業 いわき市

平成26年度実施予定

（注）上記項目について、実施予定時期を矢印で示してください。（なお、項目に該当するものがない場合は当該項目は記載する必要はありませんが、他の項目があれば、適宜書き換えて記載してください。）

（注）同一項目で複数の記載事項がある場合はずらして記載してください。

（注）平成24年度末までに終わらないものや、それ以降に実施するものについては、備考欄に終了時期や実施時期を記載してください。

耐震工事

項　　　　目
平成26年度

備　考
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

（参考様式）

いわき市復興交付金事業計画　復興交付金事業等工程表（平成26年度）

※本様式は１－２①・②に記載した事業ごとに記載してください。
D-12-2 事業名 事業実施主体




